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２．2018年度の連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 

2018年４月27日に発表した2018年度通期の連結業績の見通しについて、以下のとおり修正します。 

 

 （ご参考） 

前年度 

４月時点の 

見通し 

７月時点の 

見通し 

４月時点比 

増減 

億円 億円 億円 億円 ％ 

売上高及び営業収入 85,440 83,000 86,000 ＋3,000 ＋3.6 

営業利益 7,349 6,700 6,700 ― ― 

税引前利益 6,990 7,350 7,600 ＋250 ＋3.4 

当社株主に帰属する当期純利益 4,908 4,800 5,000 ＋200 ＋4.2 

 

なお、前提為替レートはそれぞれ以下のとおりです。 

 （ご参考）４月時点における2018年度の前提為替レート 第２四半期以降の前提為替レート 

１米ドル 105円前後 110円前後 

１ユーロ 125円前後 127円前後 

 

2018 年度の連結売上高及び営業収入（以下「売上高」）は、モバイル・コミュニケーション（以下「Ｍ

Ｃ」）分野の売上高の見通しを下方修正したものの、主に第２四半期以降の前提為替レートを円安に見直した

こと及びゲーム＆ネットワークサービス（以下「Ｇ＆ＮＳ」）分野を中心に売上高の見通しを上方修正したこ

とから、４月時点の見通しを上回る見込みです。 

 

連結営業利益については、前述の前提為替レートの見直しの影響及びＧ＆ＮＳ分野を中心に増益を見込むも

のの、後述のＭＣ分野のスマートフォン事業の競争環境を含む様々なリスクを考慮して、４月時点の見通しか

ら変更ありません。当該リスクはその他/全社（共通）及びセグメント間取引消去の見通しに含まれています。 

 

2018 年度の構造改革費用は４月時点の想定から変更なく、グループ全体で約 220 億円を見込んでおり

（2017年度実績は224億円）、営業費用として営業利益の見通しに含まれています。 

 

2018年度の税引前利益は、４月時点の見通しから上方修正し、7,600億円を見込んでいます。これは、主に

Spotify Technology S.A.株式の持分証券に関する利益（純額）が想定を上回ることによる影響や為替差損

（純額）の改善によるものです。 

 

当社株主に帰属する当期純利益は、税金費用の増加が見込まれるものの、税引前利益の上方修正により、４

月時点の見通しを上回る見込みです。 
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2018年度通期の各分野の見通しについて、以下のとおり修正します。 

 

  前年度 ４月時点の見通し ７月時点の見通し 

  億円 億円 億円 

ゲーム＆ネットワークサービス（Ｇ＆ＮＳ）  

売上高及び営業収入 19,438 19,000 21,800 

営業利益 1,775 1,900 2,500 

音楽  

売上高及び営業収入 8,000 7,500 7,600 

営業利益 1,278 1,120 1,150 

映画    

売上高及び営業収入 10,111 9,600 9,900 

営業利益 411 420 440 

ホームエンタテインメント＆サウンド（ＨＥ＆Ｓ）   

売上高及び営業収入 12,227 11,500 11,500 

営業利益 858 860 860 

イメージング・プロダクツ＆ソリューション（ＩＰ＆Ｓ）  

売上高及び営業収入 6,559 6,600 6,700 

営業利益 749 750 780 

モバイル・コミュニケーション（ＭＣ）    

売上高及び営業収入 7,237 6,400 6,100 

営業損失 △276 △150 △300 

半導体    

売上高及び営業収入 8,500 8,700 8,900 

営業利益 1,640 1,000 1,200 

金融    

金融ビジネス収入 12,284 12,700 12,700 

営業利益 1,789 1,700 1,700 

その他/全社（共通）及びセグメント間取引消去 

営業損失 △876 △900 △1,630 

連結    

売上高及び営業収入 85,440 83,000 86,000 

 営業利益 7,349 6,700 6,700 

 

Ｇ＆ＮＳ分野 

売上高は、ネットワークを通じた販売を含む「プレイステーション ４」 （以下「PS4®」）のソフトウェア

の売上見込みの上方修正、為替の影響、及び PS4®ハードウェアの販売台数見込みの上方修正などにより、４

月時点の見通しを大幅に上回る見込みです。営業利益は、主に前述の増収の影響により、４月時点の見通しを

大幅に上回る見込みです。 

 

音楽分野 

売上高は、主に為替の影響により、４月時点の見通しを上回る見込みです。営業利益は、当年度第１四半期

に EMI Music Publishing （以下「EMI」）の新株予約権関連費用及びマネジメントインセンティブ費用による

持分法の投資損失を計上しましたが、主に費用改善の効果が見込まれることや為替の好影響により、４月時点

の見通しを上回る見込みです。 

 

当年度第１四半期において、ソニーは、ムバダラインベストメントカンパニーの主導するコンソーシアムが
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EMIについて保有する約60％の持分をソニーが取得することに合意した旨を発表しました。本件取引の完了は

関係当局の承認及び許可の取得を含む、諸条件を満たすことが条件となります。本件取引の完了にともない、

ソニーは既保有のEMI持分に関する約1,000億円の再評価益を営業利益として計上する見込みです。本件取引

の完了時期は未定であることから、この再評価益及びEMIの連結子会社化の影響は、７月時点の見通しには織

り込んでいません。 

 

映画分野 

売上高及び営業利益は、主に為替の影響により、４月時点の見通しを上回る見込みです。 

 

ＩＰ＆Ｓ分野 

売上高及び営業利益は、主に為替の影響により、４月時点の見通しを上回る見込みです。 

 

ＭＣ分野 

売上高は、主に欧州におけるスマートフォンの販売台数を下方修正したことにより、４月時点の見通しを下

回る見込みです。営業損失については、オペレーション費用の削減はあるものの、前述の減収及び為替の悪影

響などにより、４月時点の見通しに比べ拡大する見込みです。 

 

ＭＣ分野における当年度第1四半期の業績への悪影響や通期見通しの下方修正をもたらしたスマートフォン

市場における厳しい競争環境は、さらに激化する可能性があり、今後も継続的にＭＣ分野のスマートフォン事

業に悪影響を及ぼす可能性があると認識しています。このような状況を踏まえ、ソニーは市場の競争環境がさ

らに激化した場合の当年度下半期のスマートフォン販売計画への影響や対応策についての検討に着手しました。

この検討の結果は、ＭＣ分野の業績見通しのさらなる下方修正につながる可能性があります。 

 

半導体分野 

売上高及び営業利益は、主に為替の影響により、４月時点の見通しを上回る見込みです。 

 

なお、ＨＥ＆Ｓ分野及び金融分野における売上高、営業利益については、４月時点の見通しから変更はあ

りません。 

 

将来の相場動向を予測することは困難であるため、従来と同様、相場変動が金融分野の運用損益に与える 

影響は上記見通しに織り込んでいません。したがって、将来の相場変動が上記見通しに影響を与える可能性 

があります。 

 

前述の見通しはソニーの現在の予測にもとづくものであり、外部環境の不確実性や変化に左右されるため、

様々な要因により実際の業績と大きく異なる可能性があります（後述の「将来に関する記述等についてのご注

意」をご参照ください）。 

 

音楽分野、映画分野、金融分野の業績についての注記 

 

音楽分野の業績は、全世界にある子会社の業績を米ドルベースで連結している、米国を拠点とする Sony 

Music Entertainment 及び Sony/ATV Music Publishing の円換算後の業績及び、円ベースで決算を行っている

日本の㈱ソニー・ミュージックエンタテインメントの業績が含まれています。また、ソニーの持分法適用会社

であるEMIの純利益の39.8％が、持分法による投資損益として当分野の営業利益に含まれています。 

 

映画分野の業績は、全世界にある子会社の業績を米ドルベースで連結している、米国を拠点とする Sony 

Pictures Entertainment Inc.の円換算後の業績です。 
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金融分野には、ソニーフィナンシャルホールディングス㈱（以下「SFH」）及び SFH の連結子会社であるソ

ニー生命保険㈱（以下「ソニー生命」）、ソニー損害保険㈱、ソニー銀行㈱等の業績が含まれています。金融分

野に記載されているソニー生命の業績は、SFH 及びソニー生命が日本の会計原則に則って個別に開示している

業績とは異なります。 

 

将来に関する記述等についてのご注意 

この発表文に記載されている、ソニーの現在の計画、見通し、戦略、確信などのうち、歴史的事実でないものは、将来の業績に関する見通

しです。将来の業績に関する見通しは、将来の営業活動や業績、出来事・状況に関する説明における「確信」、「期待」、「計画」、「戦略」、

「見込み」、「想定」、「予測」、「予想」、「目的」、「意図」、「可能性」やその類義語を用いたものには限定されません。口頭又は書面による見

通し情報は、広く一般に開示される他の媒体にも度々含まれる可能性があります。これらの情報は、現在入手可能な情報から得られたソ

ニーの経営陣の仮定、決定ならびに判断にもとづいています。実際の業績は、多くの重要なリスクや不確実な要素により、これら業績見通

しと大きく異なる結果となりうるため、これら業績見通しのみに全面的に依拠することは控えるようお願いします。また、新たな情報、将

来の事象、その他の結果にかかわらず、常にソニーが将来の見通しを見直して改訂するとは限りません。ソニーはそのような義務を負いま

せん。実際の業績に影響を与えうるリスクや不確実な要素には、以下のようなものが含まれます。 

（１）ソニーが製品品質を維持し、その製品及びサービスについて顧客満足を維持できること 

（２）激しい価格競争、継続的な新製品や新サービスの導入、急速な技術革新、ならびに主観的で変わりやすい顧客嗜好などを特徴とする

激しい市場競争の中で、十分なコスト削減を達成しつつ顧客に受け入れられる製品やサービス（イメージセンサー、ゲーム及びネッ

トワークのプラットフォーム、スマートフォンならびにテレビを含む）をソニーが設計・開発し続けていく能力 

（３）ソニーがハードウェア、ソフトウェア及びコンテンツの融合戦略を成功させられること、新しい技術や配信プラットフォームを考慮

に入れた販売戦略を立案し遂行できること 

（４）ソニーと他社との買収、合弁、投資、資本的支出、構造改革その他戦略的施策の成否を含む（ただし必ずしもこれらに限定されな

い）ソニーの戦略及びその実行の効果 

（５）ソニーや外部の供給業者、サービスプロバイダやビジネスパートナーが事業を営む市場における法規制及び政策の変化（課税、及び

消費者の関心が高まっている企業の社会的責任に関連するものを含む） 

（６）ソニーが継続的に、大きな成長可能性を持つ製品、サービス、及び市場動向を見極め、研究開発に十分な資源を投入し、投資及び資

本的支出の優先順位を正しくつけて行い、技術開発や生産能力のために必要なものも含め、これらの投資及び資本的支出を回収する

ことができること 

（７）ソニーの製品及びサービスに使用される部品、ソフトウェア、ネットワークサービス等の調達、ソニーの製品の製造、マーケティン

グ及び販売、ならびにその他ソニーの各種事業活動における外部ビジネスパートナーへの依存 

（８）ソニーの事業領域を取り巻くグローバルな経済・政治情勢、特に消費動向 

（９）国際金融市場における深刻かつ不安定な混乱状況や格付け低下の状況下においても、ソニーが事業運営及び流動性の必要条件を充足

させられること 

（10）ソニーが、需要を予測し、適切な調達及び在庫管理ができること 

（11）為替レート、特にソニーが極めて大きな売上や生産コストを計上し、又は資産・負債及び業績を表示する際に使用する米ドル、ユー

ロ又はその他の通貨と円との為替レート 

（12）ソニーが、高い能力を持った人材を採用、確保できるとともに、それらの人材と良好な関係を維持できること 

（13）ソニーが、知的財産の不正利用や窃取を防止し、知的財産に関するライセンス取得や更新を行い、第三者が保有する知的財産をソ

ニーの製品やサービスが侵害しているという主張から防御できること 

（14）金利の変動及び日本の株式市場における好ましくない状況や動向（市場の変動又はボラティリティを含む）が金融分野の収入及び営

業利益に与える悪影響 

（15）生命保険など金融商品における顧客需要の変化、及び金融分野における適切なアセット・ライアビリティー・マネージメント遂行の

成否 

（16）大規模な災害などに関するリスク 

（17）ソニーあるいは外部のサービスプロバイダやビジネスパートナーがサイバーセキュリティに関するリスク（ソニーのビジネス情報や

従業員や顧客の個人を特定できる情報への不正なアクセスや事業活動の混乱、財務上の損失の発生を含む）を予測・管理できること 

（18）係争中又は将来発生しうる法的手続き又は行政手続きの結果 

ただし、業績に不利な影響を与えうる要素はこれらに限定されるものではありません。重要なリスク及び不確実な要素については、ソニー

の最新の有価証券報告書又は米国証券取引委員会に提出された最新の年次報告書（Form 20-F）も合わせてご参照ください。 
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